
1/16 

○和歌山市水道事業給水条例 

昭和３６年３月２９日 

条例第８号 

目次 

第１章 総則（第１条―第７条） 

第２章 給水装置の工事及び費用（第８条―第１７条） 

第３章 給水（第１８条―第２３条） 

第４章 料金、加入金及び手数料（第２４条―第３３条） 

第５章 管理（第３４条・第３５条） 

第６章 雑則（第３６条・第３７条） 

第７章 罰則（第３８条―第４０条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」という。）第１４条第１

項の規定に基づき、法その他の法令に定めるもののほか、和歌山市水道事業の給水に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（給水区域） 

第２条 給水区域は、市全域とする。 

（定義） 

第３条 この条例において「給水装置」とは、公営企業管理者（以下「管理者」という。）が施

設した配水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具をいう。 

２ この条例において「給水装置工事」とは、給水装置の新設、改造、修繕（企業管理規程で定

める給水装置の軽微な変更を除く。以下同じ。）又は撤去の工事をいう。 

（給水装置の種類） 

第４条 給水装置は、次の３種とする。 

（１） 専用給水装置 １戸又は１箇所で専用するもの 

（２） 共用給水装置 ２戸以上で共用するもの 

（３） 私設消火栓 消防用として使用するもの 

第５条から第７条まで 削除 

第２章 給水装置の工事及び費用 

（給水装置の基準違反に対する措置） 

第８条 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が水道法施行令（昭和３２年

政令第３３６号）第６条に規定する基準（以下この条において「給水装置基準」という。）に
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適合していないと認めるときは、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者が当該給水装

置を給水装置基準に適合させるまでの間、給水を停止することができる。 

２ 管理者は、水の供給を受ける者の給水装置が管理者又は指定給水装置工事事業者（管理者が

法第１６条の２第１項の規定による指定をした者をいう。第１０条において同じ。）の施行し

た給水装置工事に係るものでないときは、その者の給水契約の申込みを拒み、又はその者に対

する給水を停止することができる。ただし、当該給水装置の構造及び材質が給水装置基準に適

合することを確認したときは、この限りでない。 

（給水装置の新設等の申込み） 

第９条 給水装置の新設、改造、修繕又は撤去をしようとする者は、企業管理規程で定めるとこ

ろにより、あらかじめ管理者に申し込み、その承認を受けなければならない。 

２ 前項に規定する申込みがあった場合において、管理者が必要と認めるときは、利害関係人の

同意書その他の書類の提出を求めることができる。 

（工事の施行） 

第１０条 給水装置工事は、管理者又は指定給水装置工事事業者が施行する。 

２ 前項の規定により指定給水装置工事事業者が給水装置工事を施行する場合は、あらかじめ管

理者の設計審査（給水装置工事に使用する材料の確認を含む。第３１条において同じ。）を受

け、かつ、工事の完成後に管理者の工事検査を受けなければならない。 

３ 第１項の規定により管理者が給水装置工事を施行する場合において、管理者が必要と認める

ときは、当該給水装置工事に関する利害関係人の同意書その他の書類の提出を求めることがで

きる。 

（使用材料及び工法の指定） 

第１１条 管理者は、災害等による給水装置の損傷を防止するとともに、漏水時、災害時等の復

旧工事を迅速かつ適切に行えるようにするため必要があると認めるときは、配水管への取付口

から水道メーター（以下「メーター」という。）までの間の給水装置工事に使用する材料の構

造及び材質並びに当該工事に関する工法を指定することができる。 

２ 前項に規定する指定の権限は、第８条に規定する給水契約の申込みの拒否又は給水の停止の

ために認められたものと解してはならない。 

（受水槽の設置） 

第１２条 一時に多量の水を使用する箇所その他給水に障害を生じさせるおそれがあると認めら

れる箇所には、受水槽を設置しなければならない。 

（費用の負担） 

第１３条 給水装置の新設、改造、修繕又は撤去に要する費用は、当該給水装置の新設、改造、

修繕又は撤去をしようとする者の負担とする。 

（工事費の前納） 
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第１４条 管理者に給水装置工事の施行を申し込む者は、設計により算出した給水装置工事の費

用（以下「工事費」という。）の概算額を前納しなければならない。ただし、管理者が必要が

ないと認める工事については、後納することができる。 

２ 前項の規定による工事費の概算額は、工事の完成後に精算し、過不足があるときは、これを

還付し、又は追徴する。 

（工事費の算出方法） 

第１５条 管理者が施行する給水装置工事の工事費の額は、次の合計額とする。 

（１） 材料費 

（２） 運搬費 

（３） 労力費 

（４） 道路復旧費 

（５） 工事監督費 

（６） 間接経費 

２ 工事費の算出に関し必要な事項は、企業管理規程で定める。 

（給水装置の変更） 

第１６条 管理者は、配水管の移転その他の理由により給水装置に変更を加える工事の必要が生

じたときは、当該給水装置に係る所有者（給水装置の所有者をいう。以下同じ。）又は使用者

（水道の使用者をいう。以下同じ。）の同意を待たずに当該工事を施行することができる。こ

の場合において、当該工事に要する費用は、原因者の負担とする。 

（第三者の異議の阻却） 

第１７条 給水装置の設置又は管理に関し、第三者の異議があっても管理者は、その責を負わな

い。 

第３章 給水 

（給水の原則） 

第１８条 管理者は、当該水道により給水を受ける者に対し、常時水を供給する。ただし、災害、

水道施設の損傷その他やむを得ない事情又は法令若しくはこの条例の規定による場合には、給

水を制限し、又は停止することができる。 

２ 管理者は、前項ただし書の規定により給水の制限又は停止をしようとするときは、その日時

及び区域を定めてその都度これを予告する。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでな

い。 

３ 給水の制限又は停止により生じた損害について、管理者は、その責を負わない。 

（給水契約の申込み） 

第１８条の２ 水道を使用しようとする者は、企業管理規程で定めるところにより、あらかじめ

管理者に申し込み、その承認を受けなければならない。 
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（代理人及び総代人の選定） 

第１８条の３ 所有者が市内に住所を有しないとき又は管理者が必要と認めるときは、当該所有

者は、この条例に定める事項を処理させるため、市内に住所を有する代理人を選定しなければ

ならない。 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、水道の使用に関する事項を処理させるため、総代人を

選定しなければならない。 

（１） 給水装置を共有する者 

（２） 給水装置を共用する者 

（３） その他管理者が必要と認める者 

３ 前２項の規定により代理人又は総代人を選定したときは、速やかに管理者に届け出なければ

ならない。代理人若しくは総代人を変更し、又は代理人若しくは総代人の氏名若しくは住所の

変更があったときも、同様とする。 

４ 管理者は、代理人又は総代人を不適当と認めるときは、変更させることができる。 

（水道の使用中止、変更等の届出義務） 

第１８条の４ 使用者、代理人、総代人又は所有者（以下「水道使用者等」という。）は、次の

各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ管理者に届け出なければならない。 

（１） 水道の使用を中止し、又は廃止しようとするとき。 

（２） 給水装置の用途を変更しようとするとき。 

（３） 消防演習のため私設消火栓を使用しようとするとき。 

２ 水道使用者等は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに管理者に届け出なければな

らない。 

（１） 使用者の変更又は使用者の氏名若しくは住所の変更があったとき。 

（２） 所有者の変更又は所有者の氏名若しくは住所の変更があったとき。 

（３） 共同住宅等（市のメーター（第２０条の２第１項及び第２項の規定によるものを除く。）

により貯水槽水道（法第１４条第２項第５号に定める貯水槽水道をいう。以下同じ。）の使

用水量を一括して計量する共同住宅及び第２４条の３の規定により１のメーターで２以上の

専用給水装置の使用水量を計量する集合住宅等をいう。以下同じ。）で水を使用する戸数に

異動があったとき。 

（４） 共用給水装置を共用する戸数に異動があったとき。 

（５） 消火のため私設消火栓を使用したとき。 

（私設消火栓の使用） 

第１９条 私設消火栓は、消火又は消防演習に使用する場合のほか使用してはならない。 

２ 私設消火栓を消防演習のため使用するときは、市企業局職員の立会を必要とする。 

３ 私設消火栓は、火災の際には法第２４条第１項の規定により管理者が設置した消火栓と同様
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に取り扱い、その所有者は、当該私設消火栓の使用を拒んではならない。 

（メーターの設置） 

第２０条 管理者は、使用水量を計量するため給水装置に市のメーターを設置する。 

２ 前項のメーターの位置は、管理者が定める。 

（貯水槽水道へのメーターの設置等） 

第２０条の２ 管理者は、貯水槽水道の設置者から申込みがあった場合において、特に必要と認

めるときは、企業管理規程で定めるところにより、当該貯水槽水道に市のメーターを設置する

ことができる。 

２ 管理者は、貯水槽水道の設置者から申込みがあった場合において、特別の理由があると認め

るときは、企業管理規程で定めるところにより、当該者が設置したメーターによる使用水量の

計量を行うことができる。 

３ 前項の規定により、使用水量の計量を受けようとする者は、当該メーターを市に無償で譲渡

しなければならない。 

４ 貯水槽水道の新設、改造、修繕又は撤去に要する費用は、貯水槽水道の設置者の負担とする。 

５ 管理者は、メーターの管理及び使用水量の計量のため特に必要と認めるときに限り、管理者

による使用水量の計量を受ける貯水槽水道に関し、貯水槽水道の設置者、管理人又は当該貯水

槽水道の利用者に対し、必要な措置を指示することができる。 

（管理人の選定） 

第２０条の３ 前条の規定により市のメーターの設置又は使用水量の計量を受けようとする貯水

槽水道の設置者は、水道の使用に関する事項を処理させるため、管理人を選定しなければなら

ない。 

２ 前項の規定により管理人を選定したときは、貯水槽水道の設置者は、速やかに管理人の氏名

その他の企業管理規程で定める事項を管理者に届け出なければならない。管理人を変更し、又

は管理人の氏名若しくは住所の変更があったときも、同様とする。 

（メーターの保管） 

第２０条の４ 使用者は、メーターを保管しなければならない。 

２ 前項の規定によりメーターを保管すべき者は、善良な管理者の注意をもってメーターを管理

し、その管理義務を怠ったために当該メーターを亡失し、又は損傷したときは、当該亡失又は

損傷に伴う費用を負担しなければならない。 

（貯水槽水道） 

第２０条の５ 貯水槽水道の設置者は、善良な管理者の注意をもって貯水槽水道を管理しなけれ

ばならない。 

２ 貯水槽水道の設置者（簡易専用水道の設置者を除く。）は、当該貯水槽水道の管理に関し、

定期に検査を行うよう努めなければならない。 
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３ 管理者は、必要があると認めるときは、貯水槽水道の管理に関し、当該貯水槽水道の設置者

に対し、指導、助言又は勧告を行うことができる。 

４ 管理者は、必要があると認めるときは、前項の指導、助言又は勧告の内容を当該貯水槽水道

の利用者に知らせることができる。 

（水道使用者等の管理上の責任） 

第２１条 水道使用者等は、善良な管理者の注意をもって水の汚染又は漏水が生じないよう給水

装置を管理し、異状があることを知ったときは、直ちに管理者に届け出なければならない。 

２ 水道使用者等がその管理義務を怠ったために生じた水の汚染又は漏水に伴う損害は、当該水

道使用者等が負わなければならない。 

（給水の停止） 

第２２条 管理者は、水道使用者等が次の各号のいずれかに該当するときは、当該水道使用者等

に対し、その理由の継続する間、給水を停止することができる。 

（１） 水道使用者等が第１５条の規定による工事費、第２５条に規定する料金又は第３１条

に規定する手数料を管理者が指定する期限までに納入しないとき。 

（２） 水道使用者等が正当な理由なしに使用水量の計量又は第３４条第１項の規定による検

査を拒み、又は妨げたとき。 

（３） 水道使用者等が給水栓を汚染のおそれのある器物又は施設と連結して水道を使用し、

管理者が警告を発しても、なお、これを改めないとき。 

（４） その他水道使用者等がこの条例の規定に違反し、又はこの条例の規定に基づく指示に

従わないとき。 

（給水装置及び水質の検査） 

第２３条 管理者は、給水装置又は水質について、水道使用者等から検査の請求があったときは、

検査を行い、その結果を当該請求をした者に通知する。 

２ 前項の検査について特別の費用を必要とするときは、その実費を当該請求をした者から徴収

する。 

第４章 料金、加入金及び手数料 

（料金納入義務） 

第２４条 使用者は、料金を納入しなければならない。 

（計量） 

第２４条の２ 料金算定の基礎となる使用水量は、メーターにより計量する。ただし、管理者が

必要と認めるときは、使用水量を認定し、又は当該給水装置の料金を定額とすることができる。 

２ 管理者は、隔月定例日にメーターを点検する。この場合において、当該メーターに係る使用

水量は、各月均等とみなす。 

３ 前項の規定にかかわらず、管理者が必要と認めるときは、定例日を変更し、又は毎月定例日
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にメーターを点検することができる。 

第２４条の３ 特別の理由により管理者が必要と認めるときは、１のメーターで２以上の専用給

水装置の使用水量を計量することができる。 

（料金） 

第２５条 料金の額は、１月について次の表により算定して得た額とする。この場合において、

１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

種

別 

用途及びメー

ターの口径 

基本料金 従量料金（１立方メートルにつき） 

専

用

給

水

装

置 

一

般

用 

１３ミリ

メートル 

９７９円 １０立方メートルまでの分 ２５円３０銭 

１０立方メートルを超え２０立方メートルまでの分 １

７３円８０銭 

２０立方メートルを超え３０立方メートルまでの分 ２

０４円６０銭 

３０立方メートルを超え５０立方メートルまでの分 ２

４７円５０銭 

５０立方メートルを超え１００立方メートルまでの分 

３１０円２０銭 

１００立方メートルを超える分 ４０９円２０銭 

２０ミリ

メートル 

１，４０８円 

２５ミリ

メートル 

２，３１０円 

４０ミリ

メートル 

５，９９５円 ２０立方メートルまでの分 １７３円８０銭 

２０立方メートルを超え３０立方メートルまでの分 ２

０４円６０銭 

３０立方メートルを超え５０立方メートルまでの分 ２

４７円５０銭 

５０立方メートルを超え１００立方メートルまでの分 

３１０円２０銭 

１００立方メートルを超える分 ４０９円２０銭 

５０ミリ

メートル 

１０，３９５円 

７５ミリ

メートル 

２２，８８０円 

１００ミ

リメート

ル 

３９，６５５円 

１５０ミ

リメート

ル 

９２，３４５円 

２００ミ

リメート

ル 

１５７，５７５円 
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公衆浴場用 １５０立方

メートル（基

本水量）まで 

１０，３６

６円４０

銭 

１５０立方メートルを超える分 ８４円７０銭 

特殊用 ２０立方メ

ートル（基本

水量）まで 

９，３３０

円２０銭 

２０立方メートルを超える分 ６０９円４０銭 

共

用

給

水

装

置 

共用（１戸当

たり） 

９７９円 専用給水装置のメーターの口径１３ミリメートルの従量

料金を適用 

備

考 

１ 一般用とは、公衆浴場用、特殊用及び共用以外のものをいう。 

２ 公衆浴場用とは、公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号）第１条第１項に規定する公

衆浴場のうち物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第４条第１項及び物価統制令施行

令（昭和２７年政令第３１９号）第１１条の規定により和歌山県知事が指定する入浴料金

の統制額の適用を受けるものの用に供するものをいう。 

３ 特殊用とは、工事その他臨時の用に供するものをいう。 

４ 共用とは、２戸以上で共同して使用するものをいう。 

２ 共同住宅等の料金は、市のメーターにより計量した使用水量を水を使用する戸数で除して得

た水量について、前項の表（メーターの口径が１３ミリメートルである専用給水装置に係る部

分に限る。）を適用して算出した額の合計額とする。 

（料金算定の特例） 

第２６条 月の中途で水道の使用を開始し、中止し、若しくは廃止し、又は給水を停止し、若し

くは再開した場合の料金は、次の各号に定めるところにより算定する。 

（１） 基本水量の適用がないものの料金は、使用日数が１５日以下の場合にあっては基本料

金の２分の１に相当する額に従量料金を加えた額とし、使用日数が１６日以上の場合にあっ

ては１月とみなして算定した額とする。 

（２） 基本水量の適用があるものの料金は、使用日数が１５日以下で、かつ、使用水量が基

本水量の２分の１以下の場合にあっては基本料金の２分の１に相当する額とし、使用日数が

１６日以上又は使用水量が基本水量の２分の１を超える場合にあっては１月とみなして算定

した額とする。 

２ 前項各号の規定により算定した額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨て
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るものとする。 

（料金算定の基準の変更） 

第２７条 月の中途で用途又は使用戸数に変更があったときの料金は、使用日数の多い方により

算定する。ただし、使用日数が等しいときは、新しい方による。 

（多用途に使用するときの料金） 

第２８条 １の専用給水装置を２以上の用途に使用するものに対する第２５条第１項の用途の適

用は、管理者が定める。ただし、管理者が必要と認めるときは、用途ごとに使用水量を認定し、

料金を算定する。 

（料金の徴収） 

第２９条 料金は、２月分をまとめて徴収する。ただし、管理者が必要と認めるときは、毎月徴

収することができる。 

（概算料金の前納） 

第３０条 管理者は、臨時の給水その他の管理者が必要と認めるものについては、管理者が定め

る料金概算額を前納させる。 

２ 前項の概算料金は、水道の使用を中止し、又は廃止するときに精算し、過不足があるときは、

これを還付し、又は追徴する。 

（加入金） 

第３０条の２ 給水装置の新設又は改造（メーターの口径を増径する場合に限る。以下この項に

おいて同じ。）をする者から次の表に定める額を加入金として徴収する。ただし、改造をする

場合における加入金の額は、新メーターの口径に係る額と旧メーターの口径に係る額の差額と

する。 

メーターの口径 金額 

１３ミリメートル ７７，０００円 

２０ミリメートル １４３，０００円 

２５ミリメートル ３６３，０００円 

４０ミリメートル １，１２２，０００円 

５０ミリメートル １，９２５，０００円 

７５ミリメートル ５，２３６，０００円 

１００ミリメートル １０，７０３，０００円 

１５０ミリメートル ２９，５６８，０００円 

２００ミリメートル ６１，１７１，０００円 

２５０ミリメートル １０７，８４４，０００円 

３００ミリメートル １７１，６５５，０００円 
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３５０ミリメートル ２５４，５８４，０００円 

２ 前項の加入金は、給水装置工事の申込みの際に徴収する。ただし、管理者が特別の理由があ

ると認めるときは、後納することができる。 

３ 既納の加入金は還付しない。ただし、管理者が特別の理由があると認めるときは、この限り

でない。 

４ その他加入金に関する必要な事項は、管理者が別に定める。 

（手数料） 

第３１条 管理者は、次の各号に掲げる事務の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる名称の手

数料を徴収する。この場合において、当該手数料の額は、１件につきそれぞれ当該各号に定め

る額とする。 

（１） 第１０条第２項の規定による設計審査 設計審査手数料 ９００円 

（２） 第１０条第２項の規定による給水装置工事検査 工事検査手数料 ９００円 

（３） 法第１６条の２第１項の規定による給水装置工事事業者の指定 指定給水装置工事事

業者指定手数料 ２０，０００円 

（４） 法第２５条の３の２第１項の規定による給水装置工事事業者の指定の更新 指定給水

装置工事事業者指定更新手数料 １０，０００円 

（５） 指定給水装置工事事業者証の交付 指定給水装置工事事業者証交付手数料 １，５０

０円 

２ 前項の手数料は、申込み又は申請の際に前納しなければならない。ただし、管理者が特別の

理由があると認めるときは、後納することができる。 

３ 既納の手数料は還付しない。ただし、管理者が特別の理由があると認めるときは、この限り

でない。 

（料金等の減免） 

第３２条 管理者は、特別の理由があると認めるものについては、この条例の規定による料金、

加入金、手数料その他の費用を減額し、又は免除することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、第１８条第１項ただし書に規定する給水の制限又は停止をした場

合においては、料金の減額及び免除をしない。 

第３３条 削除 

第５章 管理 

（給水装置の検査等） 

第３４条 管理者は、水道の管理上必要と認めるときは、給水装置を検査し、水道使用者等に対

し、適当な措置を指示することができる。 

２ 水道使用者等が前項の措置をとらないときは、管理者は、自ら当該措置をとることができる。 
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３ 前項の場合において当該措置に要した費用は、水道使用者等の負担とする。 

（給水装置の切離し） 

第３５条 管理者は、使用中止の状態にある給水装置で将来使用される見込みがないと認めるも

のの所有者の所在が不明の場合で、水道の管理上必要があると認めるときは、当該給水装置を

切り離すことができる。 

第６章 雑則 

（同居人等の行為に対する責任） 

第３６条 使用者又は所有者は、その家族、従業員、同居人等の行為についてもこの条例の規定

による責任を負わなければならない。 

（委任） 

第３７条 この条例の施行に関し必要な事項は、企業管理規程で定める。 

第７章 罰則 

（指定の停止） 

第３８条 管理者は、指定給水装置工事事業者が法第２５条の１１第１項各号のいずれかに該当

する場合において、当該指定給水装置工事事業者に特別の事情があると認めるときは、６月を

超えない範囲内で期間を定めて指定の効力を停止することができる。 

（過料） 

第３９条 次の各号のいずれかに該当する者は、１０，０００円以下の過料に処する。 

（１） 第９条第１項に規定する管理者の承認を受けないで、給水装置の新設、改造、修繕又

は撤去をした者 

（２） 正当な理由なしに第２０条の規定によるメーターの設置、第２２条の規定による給水

の停止、第２４条の２の規定による使用水量の計量又は第３４条の規定による給水装置の検

査を拒み、又は妨げた者 

（３） 第２１条に規定する給水装置の管理義務を著しく怠った者 

（４） 詐欺その他不正の行為により、料金、加入金又は手数料の徴収を免れた者 

第４０条 詐欺その他不正の行為により、料金、加入金又は手数料の徴収を免れた者は、その徴

収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５０，０００円を超えない

ときは、５０，０００円とする。）以下の過料に処する。 

附 則 

１ この条例は、昭和３６年４月１日から施行する。 

２ 和歌山市水道使用条例（昭和２４年条例第２５号）は、廃止する。 

附 則（昭和３６年１１月９日） 

この条例は、昭和３６年１２月１日から施行する。 

附 則（昭和３７年１１月２日） 



12/16 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和３９年３月３０日 昭和３９．７．１６施行、水道局規程９） 

この条例の施行期日は、管理規程で定める。 

付 則（昭和４０年４月２日） 

この条例は、昭和４０年５月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定は、公布の日から

施行する。 

付 則（昭和４１年３月３０日） 

この条例は、昭和４１年４月１日から施行する。 

付 則（昭和４２年３月２３日） 

この条例は、昭和４２年４月１日から施行する。 

付 則（昭和４３年７月１７日） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和４４年３月２６日） 

この条例は、昭和４４年４月１日から施行する。 

付 則（昭和４９年７月１８日） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５０年２月２７日） 

この条例中、第２条の改正規定は公布の日から、その他の改正規定は昭和５０年４月１日から

施行する。 

附 則（昭和５０年６月２１日） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５０年１０月６日） 

１ この条例は、昭和５０年１１月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の和歌山市水道事業給水条例（以下「新条例」という。）第２５条第

１項第１号及び第２号の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用

に係る料金について適用し、施行日の前日までの使用に係る料金については、なお従前の例に

よる。 

３ 施行日前最後の点検日の翌日から施行日以後最初の点検日までの間における料金の算定の基

礎となるべき水量は、各日均等に使用したものとみなす。 

４ 新条例第２５条第１項第４号の規定は、昭和５０年１１月分の料金から適用し、同年１０月

分までの料金については、なお従前の例による。 

５ 新条例第３０条の２の規定は、施行日の前日までに工事の申込みのあつたものについては適

用しない。ただし、工事の着工が昭和５１年２月１日以後になつた場合は、この限りでない。 

附 則（昭和５０年１２月２３日） 
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この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５１年７月２０日） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５１年１０月２日） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５２年３月３１日） 

１ この条例は、昭和５２年５月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の和歌山市水道事業給水条例（以下「新条例」という。）第２５条第

１項第１号及び第２号の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用

に係る料金について適用し、施行日の前日までの使用に係る料金については、なお従前の例に

よる。 

３ 施行日前最後の点検日の翌日から施行日以後最初の点検日までの間における料金の算定の基

礎となるべき水量は、各日均等に使用したものとみなす。 

４ 新条例第２５条第１項第４号の規定は、昭和５２年５月分の料金から適用し、同年４月分ま

での料金については、なお従前の例による。 

附 則（昭和６２年３月２８日） 

この条例は、昭和６２年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年３月３１日） 

１ この条例は、平成元年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の和歌山市水道事業給水条例の規定にかかわらず、この条例の施行の

日（以下この項において「施行日」という。）前から継続して供給している水道の使用で、施

行日から平成元年４月３０日までの間に料金の支払を受ける権利の確定されるものに係る料金

（施行日以後初めて料金の支払を受ける権利の確定される日が同月３０日後である水道の使用

者にあつては、当該確定されたもののうち、施行日以後初めて支払を受ける権利が確定される

料金を前回確定日（その直前の料金の支払を受ける権利が確定した日をいう。以下この項にお

いて同じ。）から施行日以後初めて料金の支払を受ける権利が確定される日までの期間の月数

で除し、これに前回確定日から同月３０日までの期間の月数を乗じて計算した金額に係る部分

に対応する部分に限る。）については、なお従前の例による。 

３ 前項の月数は、暦に従つて計算し、１月に満たない端数が生じたときは、これを１月とする。 

附 則（平成３年１０月５日） 

１ この条例は、平成３年１１月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の和歌山市水道事業給水条例（次項において「新条例」という。）第

２５条の規定は、平成４年１月１日以後に行うメーターの点検に係る料金から適用し、平成３

年１２月３１日までに行つたメーターの点検に係る料金については、なお従前の例による。 
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３ 新条例第３０条の２第１項の規定は、この条例の施行の日以後の給水装置工事の申込みに係

る加入金から適用し、同日前の給水装置工事の申込みに係る加入金については、なお従前の例

による。 

附 則（平成７年３月１４日） 

この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月２７日） 

１ この条例は、平成９年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の和歌山市水道事業給水条例の規定にかかわらず、この条例の施行の

日（以下この項において「施行日」という。）前から継続して供給している水道の使用で、施

行日から平成９年４月３０日までの間に料金の支払を受ける権利の確定されるものに係る料金

（施行日以後初めて料金の支払を受ける権利の確定される日が同月３０日後である水道の使用

にあっては、当該確定されたもののうち、施行日以後初めて支払を受ける権利が確定される料

金を前回確定日（その直前の料金の支払を受ける権利が確定した日をいう。以下この項におい

て同じ。）から施行日以後初めて料金の支払を受ける権利が確定される日までの期間の月数で

除し、これに前回確定日から同月３０日までの期間の月数を乗じて計算した金額に係る部分に

対応する部分に限る。）については、なお従前の例による。 

３ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じたときは、これを１月とする。 

附 則（平成９年１０月８日） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成９年１２月２２日） 

１ この条例は、平成１０年２月１日から施行する。ただし、第３０条の２第１項の表の改正規

定は、同年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の和歌山市水道事業給水条例（次項において「新条例」という。）第

２５条第１項の規定は、平成１０年４月１日以後に行うメーターの点検に係る料金から適用し、

同日前に行ったメーターの点検に係る料金については、なお従前の例による。 

３ 新条例第３０条の２第１項の規定は、平成１０年４月１日以後の給水装置工事の申込みに係

る加入金から適用し、同日前の給水装置工事の申込みに係る加入金については、なお従前の例

による。 

附 則（平成１０年３月２６日）抄 

１ この条例は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の和歌山市水道事業給水条例（次項において

「旧条例」という。）第１１条第１項に規定する給水工事指定業者の指定を受けている者は、

この条例の施行の日から９０日間（民間活動に係る規制の改善及び行政事務の合理化のための

厚生省関係法律の一部を改正する法律（平成８年法律第１０７号）附則第２条第２項の規定に
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よる届出があったときは、その届出があった時までの間）は、この条例による改正後の和歌山

市水道事業給水条例（次項において「新条例」という。）第１０条第１項の指定給水装置工事

事業者とみなす。 

３ この条例の施行前に旧条例の規定によりなされた申込み、処分その他の行為は、新条例中こ

れに相当する規定があるときは、新条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

４ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成１１年１０月４日） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１２年３月２７日） 

１ この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成１４年３月２８日） 

この条例は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年３月２４日） 

この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年３月２５日） 

この条例は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２４日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前から継続している水道の使用で施行日か

ら平成２６年４月３０日（次項において「基準日」という。）までの間に料金の額が確定する

ものの当該確定する料金の額については、なお従前の例による。 

３ 施行日前から継続している水道の使用で施行日以後初めて料金の額が確定する日が基準日後

であるもののうち、施行日以後初めて料金の額が確定する当該料金の額を前回確定日（その直

前の料金の額が確定した日をいう。以下この項において同じ。）から施行日以後初めて料金の

額が確定する日までの期間の月数で除し、これに前回確定日から基準日までの期間の月数を乗

じて計算した金額に係る部分の当該確定する料金の額のうち当該部分に対応する部分について

は、なお従前の例による。 

４ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じたときは、これを１月とする。 

５ この条例による改正後の和歌山市水道事業給水条例第３０条の２第１項の規定は、施行日以

後の給水装置工事の申込みに係る加入金について適用し、施行日前の給水装置工事の申込みに

係る加入金については、なお従前の例による。 

附 則（平成２９年１２月１８日） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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附 則（平成３１年３月２２日） 

１ この条例は、平成３１年１０月１日から施行する。ただし、第３１条第１項に１号を加える

改正規定は、水道法の一部を改正する法律（平成３０年法律第９２号）附則第１条本文に規定

する施行の日から施行する。 

（施行の日＝令和元年１０月１日） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前から継続している水道の使用で施行日か

ら平成３１年１０月３１日（次項において「基準日」という。）までの間に料金の額が確定す

るものの当該確定する料金の額については、なお従前の例による。 

３ 施行日前から継続している水道の使用で施行日以後初めて料金の額が確定する日が基準日後

であるもののうち、施行日以後初めて料金の額が確定する当該料金の額を前回確定日（その直

前の料金の額が確定した日をいう。以下この項において同じ。）から施行日以後初めて料金の

額が確定する日までの期間の月数で除し、これに前回確定日から基準日までの期間の月数を乗

じて計算した金額に係る部分の当該確定する料金の額のうち当該部分に対応する部分について

は、なお従前の例による。 

４ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じたときは、これを１月とする。 

５ この条例による改正後の和歌山市水道事業給水条例第３０条の２第１項の規定は、施行日以

後の給水装置工事の申込みに係る加入金について適用し、施行日前の給水装置工事の申込みに

係る加入金については、なお従前の例による。 

附 則（令和元年１０月３日） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年１０月２日） 

１ この条例は、令和７年２月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の第２５条第１項の表の規定は、令和７年４月１日以後に行うメータ

ーの点検に係る料金から適用し、同日前に行ったメーターの点検に係る料金については、なお

従前の例による。 

 


